
生駒市条例第２９号 

生駒市職員の退職手当に関する条例及び生駒市企業職員の給与の種類及び基

準に関する条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

平成１９年１２月２５日 

生駒市長 山下 真   

 

生駒市職員の退職手当に関する条例及び生駒市企業職員の給与の種類及び

基準に関する条例の一部を改正する条例 

 （生駒市職員の退職手当に関する条例の一部改正） 

第１条 生駒市職員の退職手当に関する条例（昭和４７年１０月生駒市条例第３

０号）の一部を次のように改正する。 

第１０条第１項中「６月以上」を「１２月以上（特定退職者（雇用保険法（

昭和４９年法律第１１６号）第２３条第２項に規定する特定受給資格者に相当

する者として市長が定めるものをいう。以下この条において同じ｡)にあって

は、６月以上）」に、「雇用保険法（昭和４９年法律第１１６号）」を「同法

」に、「同法第２３条第２項に規定する特定受給資格者に相当するものとして

規則で定める者を同項」を「特定退職者を同法第２３条第２項」に改め、同条

第３項中「６月以上」を「１２月以上（特定退職者にあっては、６月以上）」

に改める。 

第２条 生駒市職員の退職手当に関する条例の一部を次のように改正する。 

第１０条第１７項中「又は船員保険法（昭和１４年法律第７３号）」を削

る。 

 （生駒市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正） 

第３条 生駒市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例（昭和４３年２月生

駒市条例第２号）の一部を次のように改正する。 



  第１７条第４項中「６月以上」を「１２月以上（雇用保険法（昭和４９年法

律第１１６号）第２３条第２項に規定する特定受給資格者に相当する者として

管理者が定めるものにあっては、６月以上）」に、「雇用保険法（昭和４９年

法律第１１６号）」を「同法」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、第２条及び附則第３項の規定

は、日本年金機構法（平成１９年法律第１０９号）の施行の日から施行する。 

（経過措置） 

２ 第１条の規定による改正後の生駒市職員の退職手当に関する条例第１０条第

１項及び第３項の規定は、この条例の施行の日以後の退職に係る退職手当につ

いて適用し、同日前の退職に係る退職手当については、なお従前の例による。 

３ 第２条の規定による改正後の生駒市職員の退職手当に関する条例第１０条の

規定による退職手当は、雇用保険法等の一部を改正する法律（平成１９年法律

第３０号）附則第４２条の規定によりなお従前の例によるものとされた同法第

４条の規定による改正前の船員保険法（昭和１４年法律第７３号）の規定によ

る失業等給付の支給を受ける者に対して支給してはならない。 


